
経営概要書

法人名：

１　法人の概要

２　令和３年度事業実績 ＜事業目標・実績＞

３　組織
①役員数(R4.7.1現在) (単位:人) ②職員数(R4.4.1現在) (単位:人) ③理事会回数

正職員
常勤 支給対象者 平均年齢

（R3年度） 出向職員 歳
人 　

非常勤 平均年齢 臨時・嘱託 年
歳 平均年収

計 （R3年度）

計 （R3年度） 千円
千円

４　財務
①正味財産増減計算書  (単位:千円) ②貸借対照表  (単位:千円)

経常収益 流動資産
固定資産

資産計
受託事業収益 流動負債
自主事業収益 短期借入金

固定負債
その他の収益 長期借入金

経常費用 負債計
事業費 指定正味財産
管理費 うち基本財産充当額

一般正味財産
当期経常増減額 うち基本財産充当額

経常外収益 正味財産計
経常外費用 負債・正味財産計

当期経常外増減額 ※端数処理の関係で合計が一致しない場合がある。

当期一般正味財産増減額
当期指定正味財産増減額
当期正味財産増減額合計
＜主な経営指標＞ ＜退職給与引当状況 (単位:千円)＞

※端数処理の関係で増減が一致しないことがある。

５　県の財政的関与の状況  (単位:千円)
　

補助金
委託費
指定管理料

◎法人の行動計画(平成３０年度～令和３年度)

公益財団法人　秋田県木材加工推進機構 （公益７）

代表者職氏名 代表理事　秋元　秀樹 基本財産等 509,114千円 所管部課名

設立年月日 平成4年9月17日 県出資等額及び比率 300,000千円 (58.9%) 農林水産部林業木材産業課

設立目的
木材高度加工研究所の研究成果を木材業界へ円滑に移転するための機関として、秋田県、能代市、秋田県木材産業協同
組合連合会等の出捐により平成４年９月17日設立。平成７年４月研究所開所時に､同研究所内に併設｡平成25年４月公益
財団法人に移行。

事業概要 ①情報収集提供事業　②技術指導・移転事業　③啓発研修事業　④依頼試験等事業

関連法令、県計画 第３期ふるさと秋田元気創造プラン、秋田県林業・木材産業構造改革プログラム

項　目 区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標 90 85 65

実績 88 83 －
目標 90 90 70
実績 51 52 －
目標 85 85 85
実績 94 93 －

理　事 監　事 評議員 区　分 R3 R4 R2 R3
R3 R4 R3 R4 R3 R4 4回 4回

1 1 内、県退職者

内、県退職者 2(1) 2(1) -
内、県職員 1 1 - 内、県職員 2(1) 2(1) 平均勤続年数

7 7 2 2 4 4 4 4 -
内、県退職者 2 2 - 内、県退職者

内、県職員 平均報酬年額 6(1) 6(1)
8 8 2 2 4 4 内、県関係者 2(1) 2(1) -

内、県関係者 3 3 - ※役員と職員を兼ねている者の人数は、役員と職員の両方に計上し、職員数には括弧（内数）で表示。

区　　分 令和２年度 令和３年度 区　　分 令和２年度 令和３年度
49,239 49,767 23,288 19,344

基本財産・特定資産運用益 10,105 10,094 614,239 628,958
受取会費・受取寄附金 5 5 637,527 648,302

28,509 26,417 9,134 2,331
3,797 8,428

受取補助金・受取負担金 4,823 4,823
2,000

47,172 44,288 9,134 2,331
43,385 42,945 496,934 509,114
3,787 1,343 496,934 509,114

人件費(事業費分含む) 19,772 20,078 131,459 136,857
2,067 5,479

628,393 645,971
82 82 637,527 648,302

△ 82 △ 82
1,985 5,397

△ 73,370 12,180
△ 71,385 17,577

項　目 令和２年度 令和３年度 増減※ 要支給額 引当額 引当率(%)
経常収支比率 (経常収益÷経常費用) 104.4% 112.4% ＋8.0 0 0 -
流動比率 (流動資産÷流動負債) 255.0% 829.9% ＋574.9
自己資本比率 (純資産計÷負債・純資産計) 98.6% 99.6% ＋1.1
有利子負債比率 (有利子負債÷純資産計) 0.0% 0.0% ＋0.0

区　分 令和２年度 令和３年度 支出目的・対象事業概要等

28,509 26,417 木造技術者育成事業等

県関与のあり方 継続 見直しの方向性 安定的経営に向け、経営改善の取組を維持するとともに、公益的事業の安定実施に努める。

課題 安定的経営に向けた収益事業の拡充及び公益目的事業の安定実施のための事業拡充

企業訪問・指導件
数（件）

依頼試験件数
（件）

顧客満足度指数

区　分 役員報酬 正職員

※要支給職員なし

年間支
出

取組

収益事業（依頼試験）のＰＲ等に努めるほか、収益性を高めるため、試験手数料の見直しを検討する。
また、企業訪問については、県との連携を強化し、技術開発や木材利用分野における公益目的事業を拡充する。
【平成30年度】依頼試験受託件数　85件、耐火試験に精通した人材の育成
【令和元年度】依頼試験受託件数　88件、企業訪問・指導件数　80社
【令和２年度】依頼試験受託件数　90件、企業訪問・指導件数　90社                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
【令和３年度】依頼試験受託件数　90件、企業訪問・指導件数　85社

実績
［依頼試験受託件数］平成30年度：56件　令和元年度：102件　令和2年度：51件 　令和3年度：52件
〔企業訪問・指導件数〕平成30年度：76社　令和元年度：86社　令和2年度：88社　令和3年度：83社

①情報収集提供事業：情報紙発行３回、HPの運用（アクセス数3,402
件）　②技術指導移転事業：技術相談36件、顧問指導１社、企業訪問
81社　③啓発研修事業：公開講演会開催１回、技術研修会等開催６
回、技術ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣１回　④依頼試験等事業：依頼試験52件



経営評価表

法人名：

Ⅰ 自己評価

1 公共的役割 2 組織体制 3 事業実施 4 財務状況

Ⅱ 所管課評価

1 公共的役割 2 組織体制 3 事業実施 4 財務状況

Ⅲ 外部専門家のコメント

Ⅳ 委員会評価

1 公共的役割 2 組織体制 3 事業実施 4 財務状況

Ⅴ 前年度委員会評価

1 公共的役割 2 組織体制 3 事業実施 4 財務状況

公益財団法人　秋田県木材加工推進機構 （公益７）

Ａ Ａ (Ｂ) Ａ

Ａ Ｂ (Ｂ) Ａ

Ａ Ｂ (Ｂ) Ｂ

Ａ Ｂ (Ｃ) Ｂ

評価結果を受けて実施した経営健全化に向けた対応（概要）

引き続き、安定経営維持のため、顧客のニーズに寄り添った丁寧な事業運営を行い、事業量の確保及びコスト削減に努めた。

公益目的事業として木材関
連企業等に対する木材高度
加工研究所の研究成果の周
知や、県が実施する木材の
普及啓発や利用する人材の
育成施策などの代行など公
共的役割を遂行している。
県からも２名の職員が派遣
されている。

評議員会及び理事会等、定
款に規定された会議は必要
数開催されている。非常勤
役員に充て職の県職員はい
ない。

企業訪問は目標を上回ったも
のの、技術相談、依頼試験の
件数の実績については、目標
を達成出来なかった。
顧客満足度指数は、93と目標
を上回る結果となっている。
事業廃止等で木材企業が年々
減少する中、木材業界の規模
に見合った事業計画の見直し
が必要である。

基本財産の取崩しはない。
依頼試験（収益部門）の件数
が減ったものの、耐火試験等
単価の高い試験が多かったこ
とから、収益増となり、県か
らの受託事業（公益部門）収
入と合せ経常ベースで548万円
の黒字（３年連続）となっ
た。

県から２名の職員が派遣さ
れ、木高研の研究成果の円
滑な移転、企業への技術情
報の提供や相談対応など、
県が行うべき事業を補完し
ており、公共的役割を果た
している。

評議員会及び理事会は必要
回数を適時開催している。
職員はプロパー職員ではな
いが、常勤であり、職務に
対応できる技術・資格の取
得など育成が図られてい
る。

企業訪問（目標80件、実績81
件）・現地指導件数（目標５
件、実績２件）は達成率
97.6％。依頼試験件数は実績
を大きく下回ったものの、１
件あたりの規模が大きかった
ことに起因するもので、依頼
試験の事業収益は計画に対し
て93.6％。顧客満足度の達成
率は109.4％と目標を上回る結
果となっている。

経常ベースで単年度黒字であ
り、公益法人の財務３基準も
満たしている。基本財産の取
り崩しや県からの財政的な支
援も受けていない。

前年に比べ自主事業収益が増加したが受託事業収益の減少などにより、経常収益は前年とほぼ同額となった。経常費用
は委託費の減少などにより前年より減少し、当期経常増減額は５百万円と増益となった。基本財産のベースは６億円で
あった。令和元年度より基本財産の大部分をユーロ円債として保有しており当期は評価益となっているが取得時より大
きく評価損を計上し、貸借対照表上の基本財産は５億円強となっている。本来業務では３期連続黒字で経営状況に問題
はない。

三セクの行動計画上は「県
が実施すべき事業を主たる
事業とする法人」に位置づ
けられている。公益目的事
業として県内産学官の連携
による木質系部材の技術開
発支援に取り組むなど、県
の施策における協働事業体
としての役割は大きい。

常勤の役職員は配置されて
いるものの、プロパー職員
の雇用はない状況となって
いる。

顧客満足度指数は目標を達成
し、企業訪問・指導件数も目
標に近い水準に達している。
依頼試験件数は、目標の６割
程度の件数となっているが、
１件あたりの規模が大きかっ
たためであり、依頼試験事業
収入（自主事業収益）は令和
２年度と比較して２倍以上に
増えている。

経常収支が黒字となってお
り、公益法人の財務３基準も
満たしている。基本財産とし
て保有しているユーロ円債の
評価損益は大きなリスク要因
となっているため、今後も注
視していく必要がある。



法人名 (公財)秋田県木材加工推進機構

①令和４年度計算書類等

法人所管課 林業木材産業課
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公益財団法人 秋田県木材加工推進機構 定款 

 

第１章 総則 

（名称） 

第１条 この法人は、公益財団法人秋田県木材加工推進機構と称する。 

（事務所） 

第２条 この法人は、主たる事務所を秋田県能代市に置く。 

 

第２章 目的及び事業 

（目的） 

第３条 この法人は、木材の加工及び利用に関する技術の指導及び普及、木材商品開発情報の

収集及び提供並びに開発商品の性能評価及び試験等による高付加価値木材商品開発への支援

を行うことにより、本県木材関連産業の振興発展を図り、もって県経済の特色ある進展に寄

与することを目的とする。 

（事業） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

 （１） 木材の加工及び利用に関する調査、試験研究、技術指導及び研修 

 （２） 木材商品生産展開等に関する情報の収集及び提供 

 （３） 木材関連企業の工場認定等に関する調査及び指導 

 （４） 木材商品に関する消費者ニーズ等の各種調査 

（５） 木材開発商品の性能評価及び試験  

（６） その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

第３章 財産及び会計 

（基本財産） 

第５条 この法人の財産は、基本財産及びその他の財産の２種類とする。 

２ 基本財産は、本機構の目的である事業を行うために不可欠な財産として理事会で定めたも

のとする。 

３ その他の財産は、基本財産以外の財産とする。 

４ 基本財産は、理事会において別に定めるところにより、この法人の目的を達成するために

善良な管理者の注意をもって管理しなければならず、基本財産の一部を処分しようとすると

き及び基本財産から除外しようとするときは、あらかじめ理事会及び評議員会の承認を要す

る。 
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（事業年度） 

第６条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

（事業計画及び収支予算） 

第７条 この法人の事業計画書、収支予算書並びに資金調達及び設備投資の見込みを記載した

書類については、毎事業年度開始の日の前日までに、代表理事が作成し、理事会の承認を受

けなければならない。これを変更する場合も、同様とする。 

２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え置き、一

般の閲覧に供するものとする。 

（事業報告及び決算） 

第８条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後３箇月以内に、代表理事

が次の書類を作成し、監事の監査を受け、理事会の承認を経て定時評議員会に提出し、第１

号及び第２号の書類についてはその内容を報告し、第３号から第６号までの書類については

承認を受けなければならない。 

（１） 事業報告 

（２） 事業報告の附属明細書 

（３） 貸借対照表 

（４） 正味財産増減計算書 

（５） 貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書 

（６） 財産目録 

２ 前項の規定により報告され、又は承認された書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年

間備え置き、個人の住所に関する記載を除き一般の閲覧に供するものとする。 

（１） 監査報告 

（２） 評議員及び役員の名簿 

（３） 評議員及び役員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

（４） 運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを記

載した書類 

３ 定款については、主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

４ 貸借対照表は、定時評議員会の終結後遅滞なく、公告しなければならない。 

（公益目的取得財産残額の算定） 

第９条 代表理事は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則（平成１

９年内閣府令第６８号）第４８条の規定に基づき、毎事業年度、当該事業年度の末日におけ

る公益目的取得財産残額を算定し、前条第２項第４号の書類に記載するものとする。 

（長期借入金） 

第１０条 この法人が資金の借入をしようとするときは、その事業年度の収入をもって償還す

る短期借入金を除き、評議員会において、決議について特別の利害関係を有する評議員を除

く評議員の過半数が出席し、その３分の２以上の決議を経なければならない。 
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第４章 評議員 

（評議員の定数） 

第１１条 この法人に評議員３名以上１０名以内を置く。 

（評議員の選任及び解任） 

第１２条 評議員の選任及び解任は、評議員選定委員会において行う。 

２ 評議員選定委員会は、評議員１名、監事１名、事務局員１名、次項の定めに基づいて選任

された外部委員２名の合計５名で構成する。 

３ 評議員選定委員会の外部委員は、次のいずれにも該当しない者を理事会において選任する。 

 （１） この法人又は関連団体（主要な取引先及び重要な利害関係を有する団体を含む。以

下同じ。）の業務を執行する者又は使用人 

 （２） 過去に前号に規定する者となったことがある者 

 （３） 第１号又は第２号に該当する者の配偶者、３親等内の親族、使用人（過去に使用人

となった者も含む。） 

４ 評議員選定委員会に提出する評議員候補者は、理事会又は評議員会がそれぞれ推薦するこ

とができる。評議員選定委員会の運営についての細則は、理事会において定める。 

５ 評議員選定委員会に評議員候補者を推薦する場合には、次の事項のほか、当該候補者を評

議員として適任と判断した理由を委員に説明しなければならない。 

 （１） 当該候補者の経歴 

 （２） 当該候補者を候補者とした理由 

 （３） 当該候補者とこの法人及び役員等（理事、監事及び評議員）との関係 

 （４） 当該候補者の兼職状況 

６ 評議員選定委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。ただし、

外部委員の１名以上が出席し、かつ、外部委員の１名以上が賛成することを要する。 

７ 評議員選定委員会は、前条で定める評議員の定数を欠くこととなるときに備えて、補欠の

評議員を選任することができる。 

８ 前項の場合には、評議員選定委員会は、次の事項も併せて決定しなければならない。 

（１） 当該候補者が補欠の評議員である旨 

（２） 当該候補者を１人又は２人以上の特定の評議員の補欠の評議員として選任するとき

は、その旨及び当該特定の評議員の氏名 

（３） 同一の評議員（２人以上の評議員の補欠として選任した場合にあっては、当該２人

以上の評議員）につき２人以上の補欠の評議員を選任するときは、当該補欠の評議員相互

間の優先順位 

９ 第７項の補欠の評議員の選任に係る決議は、当該決議後４年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで、その効力を有する。 

（評議員の任期） 

第１３条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時評議員会の終結の時までとする。 
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２ 前項の規定にかかわらず、任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員

の任期は、退任した評議員の任期の満了する時までとする。 

３ 評議員は、第１１条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退任

した後も、新たに選任された評議員が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有する。 

（評議員の報酬等） 

第１４条 評議員は、無報酬とする。 

 

第５章 評議員会 

（構成） 

第１５条 評議員会は、すべての評議員をもって構成する。 

（権限） 

第１６条 評議員会は、次の事項について決議する。 

（１） 理事及び監事（以下｢役員｣という。）の選任及び解任 

（２） 理事及び監事の報酬等の額並びに理事及び監事の報酬等の支給基準 

（３） 貸借対照表、正味財産増減計算書及びこれらの附属明細書並びに財産目録の承認 

（４） 定款の変更 

（５） 事業の全部又は一部の譲渡 

（６） 残余財産の帰属の決定 

（７） 基本財産の処分又は除外の承認 

（８） その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

（開催） 

第１７条 評議員会は、定時評議員会として毎事業年度終了後３箇月以内に１回開催するほか、

必要がある場合に開催する。 

（招集） 

第１８条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき代表理事

が招集する。 

２ 評議員は、代表理事に対して、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、評議

員会の招集を請求することができる。 

（議長） 

第１９条 評議員会の議長は、出席評議員の中から互選で決定する。 

（決議） 

第２０条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員の過

半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除

く総評議員の３分の２以上に当たる多数をもって行わなければならない。 

（１）  監事の解任 

（２）  定款の変更 
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（３）  基本財産の処分又は除外の承認 

（４）  その他法令で定められた事項 

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第１項の決議を行わ

なければならない。 

（議事録） 

第２１条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 議事録には、議長及びその会議において選出された議事録署名人１名以上が記名押印する。

（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第１９４条第１項に規定により評議員の決議

があったものとみなされる場合において作成される議事録を除く。） 

３ 第１項の規定により作成した議事録は、主たる事務所に１０年間備え置かなければならな

い。 

 

第６章 役員 

（役員の設置） 

第２２条 この法人に、次の役員を置く。 

（１） 理事 ５名以上１０名以内 

（２） 監事 ３名以内 

２ 理事のうち１名を代表理事とする。 

３ 代表理事以外の理事のうち１名を業務執行理事とする。 

（役員の選任） 

第２３条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 

２ 代表理事及び業務執行理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 

（理事の構成） 

第２４条 この法人の理事のうちには、理事のいずれか１人及びその親族その他特殊の関係が

ある者の合計数が、理事総数（現在数）の３分の１を超えて含まれることになってはならな

い。 

２ この法人の監事には、この法人の理事（親族その他特殊の関係がある者を含む。）及びこ

の法人の使用人が含まれてはならない。また、各監事は、相互に親族その他特殊の関係があ

ってはならない。 

（理事の職務及び権限） 

第２５条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより職務を執行する。 

２ 代表理事は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業務を執

行する。 

３ 業務執行理事は、理事会において別に定めるところにより、この法人の業務を執行する。 

４ 代表理事及び業務執行理事は、毎事業年度に４箇月を超える間隔で２回以上、自己の職務

の執行の状況を理事会に報告しなければならない。 
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（監事の職務及び権限） 

第２６条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成

する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法人の業務及び財産

の状況の調査をすることができる。 

（役員の任期） 

第２７条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

評議員会の終結の時までとする。 

２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議員

会の終結の時までとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、任期の満了前に退任した理事又は監事の補欠として選任され

た理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとする。増員により選任された理

事の任期は、他の理事の任期の残存期間と同一とする。 

４ 理事及び監事については、再任を妨げない。 

５ 理事又は監事は、第２２条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任によ

り退任した後も、それぞれ新たに選任された理事又は監事が就任するまで、なお理事又は監

事としての権利義務を有する。 

（役員の解任） 

第２８条 役員が次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって解任することがで

きる。 

（１） 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

（２） 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

（役員の報酬等） 

第２９条 役員は、無報酬とする。ただし、常勤の役員に対しては、評議員会において定める

総額の範囲内において、報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬等として支給するこ

とができる。 

２ 前項ただし書に規定する報酬等の支給基準については、理事等の勤務形態に応じた報酬等

の区分及びその額の算定方法並びに支給の方法及び形態が明らかとなるように、評議員会の

決議により定めるものとする。 

（損害賠償責任の免除） 

第３０条 この法人は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第１９８条において準用

する同法第１１４条第１項の規定により、任務を怠ったことによる理事又は監事の損害賠償

責任を、法令の限度において理事会の決議によって免除することができる。 

２ この法人は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第１９８条で準用する同法第１

１５条第１項の規定により、外部理事又は、外部監事との間に、任務を怠ったことによる損

害賠償責任を限定する契約を締結することができる。この場合において、当該契約に基づく

責任の限度は、同法第１９８条において準用する同法第１１３条第１項で定める最低責任限

度額とする。  
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（顧問） 

第３１条 この法人に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、理事会の決議を経て、代表理事が委嘱する。 

３ 顧問は、代表理事の諮問に応じ、助言する。 

 

第７章 理事会 

（構成） 

第３２条 理事会は、すべての理事をもって構成する。 

（権限） 

第３３条 理事会は、次の職務を行う。 

（１） この法人の業務執行の決定 

（２） 理事の職務の執行の監督 

（３） 代表理事及び業務執行理事の選定及び解職 

（招集） 

第３４条 理事会は、代表理事が招集するものとする。 

２ 代表理事が欠けたとき又は代表理事に事故があるときは、各理事が理事会を招集する。 

（議長） 

第３５条 理事会の議長は、代表理事とする。 

２ 代表理事が欠けたとき又は代表理事に事故があるときは、業務執行理事が理事会の議長と

なる。 

（決議） 

第３６条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数が

出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、理事が理事会の決議の目的である事項について提案した場合に

おいて、理事（当該事項について議決に加わることができる者に限る。）の全員が当該提案

について書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき（監事が当該提案に異議を述

べたときを除く。）は、その提案を可決する理事会の決議があったものとみなす。 

３ 理事又は監事が、理事及び監事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知したときは、

当該事項を理事会へ報告することを要しない。 

４ 前項の規定は、第２５条第４項に規定する報告については適用しない。 

（議事録） 

第３７条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 出席した代表理事及び監事は、前項の議事録に記名押印する。ただし、代表理事の変更を

行う理事会については、他の出席した理事も記名押印する。 

３ 第１項の規定により作成した議事録は、主たる事務所に１０年間備え置かなければならな

い。前条第２項の規定により作成した理事会の決議の省略の意思表示を記載した書面につい

ても同様とする。 
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第８章 定款の変更及び解散 

（定款の変更） 

第３８条 この定款は、評議員会の決議によって変更することができる。 

２ 前項の規定は、この定款の第３条及び第４条並びに第１２条についても適用する。 

３ 第１項の規定にかかわらず、第４０条の規定はこれを変更することができない。 

（解散） 

第３９条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。 

（１） 基本財産の滅失によるこの法人の目的である事業の成功の不能 

（２） その他法令で定められた事由 

（公益認定の取消し等に伴う贈与） 

第４０条 この法人が公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により法人が消滅する場

合（その権利義務を承継する法人が公益法人であるときを除く。）には、評議員会の決議を

経て、公益目的取得財産残額に相当する額の財産を、当該公益認定の取消しの日又は当該合

併の日から１箇月以内に、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８

年法律第４９号）第５条第１７号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するもの

とする。 

（剰余金の処分制限） 

第４１条 この法人は、剰余金の分配をすることはできない。 

（残余財産の帰属） 

第４２条 この法人が清算をする場合において有する残余財産は、評議員会の決議を経て、公

益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第１７号に掲げる法人又は国若し

くは地方公共団体に贈与するものとする。 

 

第９章 公告の方法 

（公告） 

第４３条 主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法により行う。 

 

第１０章 事務局 

（事務局） 

第４４条 この法人に事務局を置き、職員の任免は法令で別段の定めがある場合を除き代表理

事が行う。 

２ 事務局の組織、内部管理に必要な規則その他運営に関する事項については、理事会が定め

る。 
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第１１章 委任  

（委任） 

第４５条 この定款に定めるもののほか、この定款の施行について必要な事項は、理事会の決

議を経て、代表理事が定める。 

 

附 則 

１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１８年法律第

５０号）第１０６条第１項に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。 

２ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等

に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１０６条第１項に定める特例民

法法人の解散の登記と公益法人の設立の登記を行ったときは、第６条の規定にかかわらず、

解散の登記の日の前日を事業年度の末日とし、設立の登記の日を事業年度の開始日とする。 

３ この法人の設立後最初の理事及び監事は、次に掲げる者とする。 

 理事   小川 正  岸部朋毅  沓沢了介  木村 充  堅固山幸一   

      渡邊淳悦  網 幸太  中村 昇  浅野昌成 

 監事   佐々木 充  佐藤 真 

４ この法人の最初の代表理事は網 幸太とする。 

５ この法人の最初の評議員は、次に掲げる者とする。 

藤井英雄  齊藤滋宣  菊地成一  佐藤重芳  飯島泰男 



○公益財団法人　秋田県木材加工推進機構　出捐金団体名簿

番号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

東北電力(株)秋田支店

団体名

秋田県

能代市

秋田県木材産業協同組合連合会

（社）秋田県木材会館

能登義夫

賛助会員

合　　　　計

東北製紙(株)

出資等額（千円）

300,000

151,000

21,000

5,000

3,000

(株)秋田銀行

(株)青森銀行能代支店

能代木材同友会

宮越美喜子

みちのく銀行(株)能代支店

北都銀行(株) 3,000

500

105,000

600,000

4,500

1,000

3,000

1,000

1,000

1,000



法人名：

時 点 ：

番
号

役職名称 氏名 職名
番
号

役職名称 氏名 職名

1 評議員 齊藤滋宣 能代市長 28

2 評議員 佐藤重芳
秋田県森林組合連合会代表理
事会長

29

3 評議員 大坂真一
秋田県木材産業協同組合連合
会理事長

30

4 評議員 高田克彦
秋田県立大学木材高度加工研
究所所長

31

5 理 事 佐藤清吾 能代市農林水産部長 32

6 代表理事 秋元秀樹 菱秋木材(株)代表取締役 33

7 理 事 佐藤龍司
秋田県森林組合連合会専務理
事

34

8 理 事 鈴木光宏
秋田県木材産業協同組合連合
会専務理事

35

9 理 事 村田良太
（一社）秋田県建築士事務所
協会会長

36

10 理 事 澁谷　栄
秋田県立大学木材高度加工
研究所准教授

37

11 理 事 土田信次
（公財）秋田県木材加工推
進機構事務局長

38

12 理 事 諸岡喜一
東北電力(株)秋田支店法人
営業部長

39

13 監 事 畠山一仁 能代市監査委員 40

14 監 事 中山　悟 (株)秋田銀行能代支店長 41

15 0 0 0 42

16 43

17 44

18 45

19 46

20 47

21 48

22 49

23 50

24 51

25 52

26 53

27 54

秋田県出資・出捐法人　役員名簿

公益財団法人  秋田県木材加工推進機構

令和4年7月1日

- 1 -



令 和 ４ 年 度 事 業 計 画

自 令和４年４月 １日
期 間

至 令和５年３月３１日

昨年度からの新型コロナウイルス感染症は、瞬く間に全世界に拡大し、変異株による

新たな蔓延により、国内でも緊急事態宣言がなされるなど、世界的に人・物の動きが制約

され、経済的に深刻な打撃が広がっており、その波は、外材を中心とした木材製品の不足、

取引価格高騰するとともに、国産木材への急激な転換により、林業・木材業界にも大きな

影響を与えることとなった。２０２１年の本県の県内新設住宅着工数は、４，０７１戸と、

前年より６．１％増加したものの、建築の現場では工期の遅れが発生しており、今後、木

材だけではなく住宅に必要な各種資材の値上げによる住宅価格の上昇が想定されているこ

とから、市場の早急な回復を見込むのは厳しい情勢にある。

このような中、公共建築物等木材利用促進法の制定から10年が経過し、耐震性能や防耐

火性能等の技術革新や建築基準の合理化進展により、木材利用の可能性も拡大したことか

ら、この法律を改正し、対象を公共建築物から民間建築物を含む建築物一般で木材利用を

促進する「脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関

する法律」が令和３年10月１日に施行され、建築物における木材の利用の促進に関する施

策の拡充等が進められている。

このような時流を捉え、県内木材産業を更に発展させて行くためには、強度・耐火性に

優れた建築用木材の製造技術及び製造コスト低廉化技術の開発・普及の促進や木造建築物

の設計・施工に係る先進的技術の普及の促進、人材の育成が必要とされる。

秋田県の木材関連業界おいても、木材高度加工研究所、行政及び関係団体等と連携を強

化しながら、新たな部材・工法の開発や技術開発を進めるとともに、市場開拓に向けた取

り組みを展開しており、当機構としても、木材高度加工研究所の耐火炉試験施設を活用し

た新たな取組を推進する必要があると認識している。

一方、当機構の運営は、長引く低金利水準や事業量の減少等により、厳しい状況が続い

きたことから、基本財産を国債等からユーロ円債への買換え、運営資金の確保、試験手数

料の見直しなど実行し、経常ベースでの収支均衡が達成されたものの、県からの受託事業

に頼るところが大きいため、安定的な経営が維持されるよう、従来の取組に加え自主的事

業の拡大に向けた取り組みを進めることが課題である。

以上の状況を踏まえ、公益目的事業おいては県内産学官等の連携による技術開発支援等

の安定実施、及び耐火依頼試験等の収益事業の拡充を図ることで、経営基盤を安定化させ

るとともに、「本県木材関連産業の振興発展」に寄与する公益財団法人としての役割を果

たすため、令和４年度は次の各事業を実施する。



公益目的事業 本県木材関連産業の振興を図る事業

木材関連産業の振興発展を図るため、木材の加工及び利用に関する技術

の指導及び普及、木材商品開発情報の収集及び提供、並びに、高付加価値

木材商品開発への支援を行う。

１ 情報収集提供事業

本県木材関連企業における製品開発や加工利用技術の向上に資するため、秋田県

立大学木材高度加工研究所の試験研究成果、木材・木製品に関する法令や制度の制

定・改正情報、各種研修会や講習会の開催案内、木材関連の新技術情報、当機構の

業務紹介などについて、情報紙及びホームページにより適時広範な情報発信を行う。

(１）情報紙の発行

情報紙「木材加工最前線」を出捐団体や賛助会員をはじめ、県内の林業・

木材関連企業や行政機関、県内外の試験研究機関等へ配布する。

発行回数：３回 (96～98号) ／ 発行部数：各号 600 部

(２）ホームページの運用

当機構の業務紹介、各種研修会や講演会の開催案内、最新の木材製品情報、

木材関連産業のトピックス、木材に関する身近な話題などの各種情報をホー

ムページやフェイスブックに掲載し、広く情報の提供を行う。

ホームページの随時更新

(３）推進機構開設３０周年記念行事

当機構が開設され３０周年を迎えることから、今までの業務の成果の紹介

や木材加工推進のため果たしてきた役割を、出捐団体や賛助会員をはじめ、

県内の林業・木材関連企業や行政機関に周知し、今後の業務の発展に資する

ため、記念行事として特別講演会の開催や情報紙を記念誌として発行するな

ど、広く情報の提供を行う。

開 催 数：１回（記念式典及び機構特別講演会1回）

記念誌発行：発行部数：1,000 部（木材加工最前線98号）



２ 技術指導・移転事業

木材関連企業が抱えている木材製品の生産、加工、利用に関する技術的課題の解

決をサポートするため、各種相談対応、現地指導、企業訪問、技術開発支援を行う。

（１）相談対応

来訪、電話、メール等により企業から寄せられる諸課題に木高研と連携し

ながら対応し、必要に応じて資料送付、関連情報の収集提供、データ提供、

事例紹介などを迅速的確に行う。

通年随時対応

（２）現地指導

企業からの派遣要請に基づき、当該企業が抱えている技術的課題の解決に

適任の指導者を当機構の顧問や技術コンサルタントなどの中から人選し、直

接企業に赴いて現地指導を行う。

指導企業数：５社

（３）企業訪問

木高研の研究成果の民間への移転可能性を探るとともに、企業ニーズを把

握して研究課題に反映することをねらいとした企業訪問を実施する。

訪問企業数：６０社

（４）技術開発支援

木材の新たな市場の創出に向け、や耐火部材等をはじめとする木質系部材

の製造実証や土木分野での木材利用など、県内産学官の連携による技術開発

を支援する。

技術開発件数：２件

３ 啓発研修事業

新製品開発に意欲のある企業や、社員の技術研鑽・知識向上に取り組む企業など

を支援するため、公開講演会及び研修会等を開催する。

（１）公開講演会

木材高度加工研究所の研究内容や成果を業界関係者、行政、他研究機関な



どへ広く周知するため、能代市、能代木材産業連合会と連携して研究所講演

会を開催する。

開催数：１回（木高研講演会１回）

（２）研修会

木材関連産業に係る行政施策や業界の動向、県内外の先駆的な事例紹介な

どを通じて、企業の技術力や経営力の向上に繋がる企画内容の研修会を開催

する。

開催数：２回（加工技術研修会２回）

（３）新しい木質部材等を学ぶ建築講座

既存の製材、集成材、合板等に加え、新たに開発されたＣＬＴや複合木質

部材、耐火部材等の公共・民間施設における木材の利用拡大を図るため、セ

ミナーを開催する。

開催数：５回

収益事業 木材に関する調査・研究等を行う事業

企業や官公庁から発注される次のような木材に関する調査・研究事業等を行う。

１ 木材に関する性能試験

企業からの依頼を受け、製材品・集成材・家具等の強度試験及び防耐火試験、木

材の含水率や熱伝導率などの物性試験のほか、ホルムアルデヒドの放散量測定など、

製品の品質管理や新製品開発過程などで必要とする各種の試験を実施する。

２ 木材に関する調査・研究

国の各省庁等が発注する木材の調査・研究に関する業務を受託する。

３ 木製構造物の劣化等診断

自治体等からの依頼を受け、木製ダム・木製遊具・木製歩道橋・木橋等の木製

構造物の劣化等の診断を実施する。

収益事業受託件数：７０件



法人管理

１ 収支改善に向けた取り組み

（１）県受託事業の継続

秋田県立大システム科学技術学部や木材高度加工研究所等と連携して、木質

耐火部材開発の試験と技術等普及に関する事業を受託する。

＜ 令和３年度 26,417千円 → 令和４年度 16,055千円 ＞

（２）依頼試験件数の増加

関係機関及び企業訪問に加え、機構ホームページをリニューアルして、広く

周知を図ることで依頼試験件数の増加に努める。

耐火依頼試験については、予備試験段階での試験を受託しながら、既存の試

験機関と連携して、試験技術の向上や知識の習得に努める。

２ 顧客満足度調査

企業ニーズに沿った事業活動の展開に資するため、当機構の各種業務を利用し

ている企業を対象に、アンケートによる顧客満足度調査を実施する。



. (単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 5,047,000 0 5,047,000 10,094,000 10,094,000 0

基本財産利息 5,047,000 0 5,047,000 10,094,000 10,094,000 0

特定預金運用益 1,000 0 1,000 2,000 0 2,000

特定資産利息 1,000 0 1,000 2,000 0 2,000

受取会費 5,000 0 0 5,000 5,000 0

賛助会費 5,000 0 0 5,000 5,000 0

事業収益 0 9,800,000 0 9,800,000 9,000,000 800,000

依頼試験事業 0 9,800,000 0 9,800,000 9,000,000 800,000

受講料等 0 0 0 0 0 0

受取補助金等 19,429,000 0 1,449,000 20,878,000 31,240,000 ▲ 10,362,000

補助金 3,374,000 0 1,449,000 4,823,000 4,823,000 0

受託金 16,055,000 0 0 16,055,000 26,417,000 ▲ 10,362,000

⑥ 雑収益 0 0 0 0 0 0

受取利息 0 0 0 0 0 0

雑収益 0 0 0 0 0 0

経常収益計 24,482,000 9,800,000 6,497,000 40,779,000 50,339,000 ▲ 9,560,000

（２）経常費用

35,296,000 5,996,000 0 41,292,000 43,840,000 ▲ 2,548,000

給与手当 11,586,000 3,144,000 0 14,730,000 13,919,000 811,000

福利厚生費 3,400,000 400,000 0 3,800,000 3,323,000 477,000

③

④

⑤

① 事業費

公益目的
事業会計
（公１）

収益事業会計 法人会計

①

②

令和4年度　収支予算書（損益方式）
令和4年4月1日から令和5年3月31日まで

科     目

令和4年度

令和4年度
当初予算

令和3年度
当初予算

増減



公益目的
事業会計
（公１）

収益事業会計 法人会計
科     目

令和4年度

令和4年度
当初予算

令和3年度
当初予算

増減

諸謝金 1,235,000 0 0 1,235,000 375,000 860,000

印刷製本費 2,196,000 0 0 2,196,000 146,000 2,050,000

通信運搬費 504,000 40,000 0 544,000 314,000 230,000

旅費交通費 2,702,000 300,000 0 3,002,000 2,115,000 887,000

消耗品費 670,000 424,000 0 1,094,000 1,394,000 ▲ 300,000

賃借料 1,719,000 165,000 0 1,884,000 1,433,000 451,000

光熱水費 194,000 28,000 0 222,000 156,000 66,000

負担金 137,000 11,000 0 148,000 140,000 8,000

試験費 6,433,000 1,200,000 0 7,633,000 16,370,000 ▲ 8,737,000

図書費 120,000 17,000 0 137,000 128,000 9,000

委託費 3,500,000 0 0 3,500,000 3,565,000 ▲ 65,000

支払寄付金 0 0 0 0 0

租税公課 438,000 267,000 0 705,000 0 705,000

減価償却費 462,000 0 0 462,000 462,000 0

0 0 2,405,000 2,405,000 3,571,000 ▲ 1,166,000

会議費 0 0 100,000 100,000 80,000 20,000

給与手当 0 0 1,201,000 1,201,000 1,954,000 ▲ 753,000

福利厚生費 0 0 617,000 617,000 931,000 ▲ 314,000

研修費 0 0 0 0 0 0

広報費 0 0 0 0 0 0

旅費交通費 0 0 25,000 25,000 30,000 ▲ 5,000

図書費 0 0 10,000 10,000 20,000 ▲ 10,000

通信運搬費 0 0 39,000 39,000 45,000 ▲ 6,000

消耗品費 0 0 254,000 254,000 204,000 50,000

賃借料 0 0 111,000 111,000 195,000 ▲ 84,000

交際費 0 0 10,000 10,000 20,000 ▲ 10,000

② 管理費



公益目的
事業会計
（公１）

収益事業会計 法人会計
科     目

令和4年度

令和4年度
当初予算

令和3年度
当初予算

増減

光熱水費 0 0 18,000 18,000 24,000 ▲ 6,000

租税公課 0 0 3,000 3,000 40,000 ▲ 37,000

負担金 0 0 7,000 7,000 18,000 ▲ 11,000

雑費 0 0 10,000 10,000 10,000 0

支払利息 0 0 0 0 0 0

経常費用計 35,296,000 5,996,000 2,405,000 43,697,000 47,411,000 ▲ 3,714,000

当期経常増減額 ▲ 10,814,000 3,804,000 4,092,000 ▲ 2,918,000 2,928,000 ▲ 5,846,000

２．経常外増減の部

（１）経常外収益 0 0 0 0 0 0

経常外収益計 0 0 0 0 0 0

（２）経常外費用 0 0 0 0 0 0

経常外費用計 0 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0

他会計振替 1,558,000 ▲ 1,558,000 0 0 0 0

法人税、住民税および事業税 0 82,000 0 82,000 82,000 0

当期一般正味財産増減額 ▲ 9,256,000 2,164,000 4,092,000 ▲ 3,000,000 2,275,808 ▲ 5,275,808

一般正味財産期首残高   131,458,993 132,320,013 ▲ 861,020

一般正味財産期末残高   128,458,993 129,474,013 ▲ 1,015,020

Ⅱ　指定正味財産増減の部  

基本財産投資有価証券評価益 0 0 0

基本財産運用益 0 0 0

基本財産投資有価証券売却益 0 0 0

一般正味財産への振替額   0 0 0

指定財産正味財産増減額   0 0 0

指定正味財産期首残高   0 0 0

指定正味財産期末残高   0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高   0



法人名 (公財)秋田県木材加工推進機構

②令和３年度計算書類等

法人所管課 林業木材産業課



場所･物量等 使用目的 金　額

（流動資産）

預金（普通預金） 秋田銀行能代支店　　　18344 5,760,115

秋田銀行県庁支店　　　405167 7,119,367

北都銀行能代支店      749458 運転資金として 809,099

みちのく銀行能代支店  115673 9,085

青森銀行能代支店      147279 10,710

小計 13,708,376

未収金 受取受託金 4,654,000

依頼試験手数料 981,860

小計 5,635,860

19,344,236

（固定資産）

基本財産 定期預金 秋田銀行能代支店      2929600-23 10,000,000

北都銀行能代支店　　　8025914 7,000,000

みちのく銀行能代支店　115673-009 1,000,000

青森銀行能代支店　　　68413 2,000,000

小計 20,000,000

投資有価証券 ユーロ円債（ｼﾙﾌﾘﾐﾃｯﾄﾞｼﾘｰｽﾞ2330 ） 489,114,000

小計 489,114,000

特定資産 定期預金 秋田銀行能代支店      2929600-25 100,000,000

秋田銀行能代支店      2929600-27 15,000,000

預金（普通預金） 秋田銀行能代支店　　　18344 3,000,000

（30周年記念事業積立資産）

小計 118,000,000

その他固定資産 電話加入権 144,000

備品 ロールプレス機、薬液槽 1,699,875

小計 1,843,875

628,957,875

648,302,111

（流動負債）

未払金 給与手当ほか一般管理費 3月分経費等未払分 375,188

依頼試験事業ほか事業費 3月分経費等未払分 777,814

令和3年度　法人税ほか 1,069,500

小計 2,222,502

預り金 3月分社会保険料 15,011

3月分源泉徴収分 56,080

雇用保険料 37,819

小計 108,910

2,331,412

（固定負債） 　 　 　 0

固定負債合計 0

2,331,412

645,970,699

Ⅵ　財　産　目　録

令和4年3月31日現在（単位:円）

貸借対照表科目

流動資産合計

５０％は公益目的保有財産
であり、運用益を公益事業
の財源として使用してい
る。

　流動負債合計

　　負債合計

　　正味財産

５０％は公益目的保有財産
であり、運用益を公益事業
の財源として使用してい
る。

５０％は公益目的保有財産
であり、運用益を公益事業
の財源として使用してい
る。

固定資産合計

　　資産合計

  



1 

 

［ 事 業 報 告 ］ 

 

Ⅰ 法人の概況 

 

 １ 設立年月日 

   平成 4年 9月 17日 

 

 ２ 定款に定める目的 

   この法人は、木材の加工及び利用に関する技術の指導及び普及、木材商品開発情報の収集及び提供

並びに開発商品の性能評価及び試験等による高付加価値木材商品開発への支援を行うことにより、 

  本県木材関連産業の振興発展を図り、もって県経済の特色ある進展に寄与することを目的とする。 

 

 ３ 定款に定める事業内容 

（１） 木材の加工及び利用に関する調査、試験研究、技術指導及び研修 

（２） 木材商品生産展開等に関する情報の収集及び提供 

（３） 木材関連企業の工場認定等に関する調査及び指導 

（４） 木材商品に関する消費者ニーズ等の各種調査 

（５） 木材開発商品の性能評価及び試験 

（６） その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

 ４ 所管官庁に関する事項 

   秋田県農林水産部林業木材産業課 

 

 ５ 主たる事務所の状況 

   主たる事務所：秋田県能代市字海詠坂 11番地の１ 

 

 ６ 役員等に関する事項 

   評議員                             令和 4年 3月 31日現在 

役 職 氏 名 常勤／非常勤 担当職務・現職 

評議員 齊藤 滋宣 非常勤 能代市長 

評議員 大坂 真一 非常勤 秋田県木材産業協同組合連合会理事長 

評議員 佐藤 重芳 非常勤 秋田県森林組合連合会代表理事会長 

評議員 高田 克彦 非常勤 秋田県立大学木材高度加工研究所長 

 

   役 員                             令和 4年 3 月 31日現在 

代表理事 秋元 秀樹 非常勤 菱秋木材株式会社代表取締役 

業務執行理事 土田 信次 常 勤 公益財団法人秋田県木材加工推進機構事務局長 
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理 事 工藤  力 非常勤 能代市農林水産部長 

理 事 佐藤 龍司 非常勤 秋田県森林組合連合会代表理事専務 

理 事 鈴木 光宏 非常勤 秋田県木材産業協同組合連合会専務理事 

理 事 諸岡 喜一 非常勤 東北電力株式会社秋田支店法人営業部長 

理 事 村田 良太 非常勤 一般社団法人秋田県建築士事務所協会会長 

理 事 澁谷  栄 非常勤 秋田県立大学木材高度加工研究所准教授 

監 事 小松  敬 非常勤 能代市代表監査委員 

監 事 中山  悟 非常勤 株式会社秋田銀行能代支店長 

 

 ７ 職員に関する事項 

職員数 前年末比増減 

男子 5名  0 

女子 1名  0 

合計 6名  0 

 

Ⅱ 事業の状況 

 １ 事業の実施状況 

公益目的事業  本県木材関連産業の振興を図る事業 

 

（１） 情報収集提供事業 

本県木材関連企業における製品開発や加工利用技術の向上に資するため、秋田県立大学木材 

高度加工研究所の試験研究成果、木材・木製品に関する法令や制度の制定・改正情報、各種研 

修会や講習会の開催案内、木材関連の新技術情報、当機構の業務紹介などについて、情報紙及 

びホームページにより適時広範な情報発信を行った。 

１）情報誌の発行 

情報紙「木材加工最前線」を出捐団体や賛助会員をはじめ、県内の林業・木材関連企業や行

政機関、県内外の試験研究機関等へ配布した。 

     （発行回数：3回（93～95号）／ 発行部数：各号 600部） 

NO.      発行部数 発行日 主な内容 

 

 

第 93号 

 

 

 

 

600 部 

 

 

R3.8.3 

木材高度加工研究所から～ 足立准教授が大熊幹章賞を

授与 / 林顧問が講演 / 日本木材保存協会：大澤特任助

教に優秀ポスター賞 ほか 

木材加工推進機構から～ ティンバラム(株)が CLT の JAS

認定工場に / CLT の新用途提案募集 ほか 

 

第 94号 

 

 

 

600 部 

 

 

 

R3.12.3 

 

 

木材高度加工研究所から～ ウッドショックに国産材を

思う / 中大規模木造建築に関する研究 / 木材のナノか

ら先の見えない世界 ほか 

木材加工推進機構から～ あきた木造建築塾特別講演会 
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第 94号 600 部 R3.12.3 / ウッドファーストあきた木造・木質化建築賞 / 木材利

用提案コンクール ほか 

 

 

第 95号 

 

 

 600部 

 

 

R4.3.31 

木材高度加工研究所から～ 木高研講演会 林野庁：小木

曽純子氏ほか / ﾅﾗ枯れ被害の現状と対策 / 木高研外部

評価委員会を開催 ほか 

木材加工推進機構から～ 内装用材で不燃材料の大臣認

定を取得 / 集成材用ﾗﾐﾅを秋田ｽｷﾞに転換へ ほか 

２）ホームページの運用 

当機構の業務紹介、各種研修会や講演会の開催案内、最新の木材製品情報、木材関連産 

      業のトピックスなど各種情報をホームページに掲載し、広く情報の提供を行った。 

 

◎ 更新回数：ＨＰ１３回、ＦＢ８回 ／ トップページへのアクセス数：3,402件 

 

（２） 技術指導・移転事業 

木材関連企業が抱えている木材製品の生産、加工、利用に関する技術的課題の解決をサポー 

     トするため、各種相談対応、現地指導、企業訪問、技術開発支援を行った。 

 

１）相談対応 

来訪、電話等により企業から寄せられる諸課題に木高研と連携しながら対応し、必要に 

      応じて資料送付、関連情報の収集提供、データ恵与、事例紹介などを迅速的確に行った。 

◎ 相談件数：３６件 

① 内容別内訳                             ３６(件） 

加工技術 生産技術 利用技術 情報提供ほか 計 

３ ７ ８ １８ ３６ 

 

② 業種別内訳                             ３６(件） 

林業 木材加工 流通 建築設計 行政 試験研究 その他 計 

０ １６ ２ １ ５ ３ ９ ３６ 

 

２）現地指導 

企業からの派遣要請に基づき、当該企業が抱えている技術的課題の解決に適任の指導者 

      を当機構の顧問、技術コンサルタントなどの中から人選し、直接企業に赴いての現地指導 

      を行った。 

       ◎顧問指導：1件 ／ 技術コンサルタント指導：0社       

区分 指導日 対応者 企業名 内  容 

 

顧問指導 

 

R3.6.26 

 

林 知行顧問 

秋田中央地区ﾍ 

ﾘﾃｰｼﾞﾏﾈｼﾞｬ―

養成講座 

「木造伝統構法：木材の種別と

活用状況／在来工法の継手と仕

口」 
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３）企業訪問 

       木高研の研究成果の民間への移転可能性を探るとともに、企業ニーズを把握して研究 

      課題に反映することをねらいとした企業訪問を実施した。 

◎ 訪問企業数：８１社（団体など含む）             ８１社（延べ） 

林業 製材 合板 集成材 フローリング プレカット 

６ ３１ ２ ７ ３ ２ 

チップ 家具木工 建具 流通市場 工務店 その他 

２ ４ ３ １０ １ １０ 

 

（３） 啓発研修事業 

新製品開発に意欲のある企業や、社員の技術研鑽・知識向上に取り組む企業などを支援する 

     ため、公開講演会及び技術研修会を開催した。 

  

１）公開講演会 

木材高度加工研究所の研究内容や成果を業界関係者、行政、他研究機関などへ広く周知 

      するため、能代市、能代木材産業連合会と連携して研究所講演会を開催した。       

開催日 会場 参加者 講  師 演  題 

 

 

 

R4.3.24 

能 

代 

市 

文 

化 

会 

館 

 

 

 

 60名 

林野庁木材利用課 

建築物木材利用促進官 

  小木曽 純子氏 

「これからの建築物における木材利用

の促進について」 

～改正木材利用促進法とｳｯﾄ ・゙ﾁｪﾝｼﾞ～ 

木材高度加工研究所 

准教授 川井安生氏 

「国内における人工乾燥材の品質・性

能の現状と課題」 

木材高度加工研究所 

 准教授 岡崎泰男氏 

「木高研における中大規模木造建築物

に関する研究紹介」 

 

２）技術研修会 

既存の製材、集成材、合板等に加え、公共・民間施設における木材の利用拡大を図るため 

セミナーを開催した。 

       あきた木造建築塾開催（県受託事業） 

開催日 会場 参加者 講 師 演題・テーマ 

 

R3.9.30 

 

ｵﾝﾗｲﾝ開催 

 

15名 

秋田県林業木材産業課 

主 査 高野拓広氏 

木材高度加工研究所 

所 長 高田克彦氏 

・建築講座概要説明 

 

・木材利用と炭素循環 

 

 

R3.10.8 

 

 

ｵﾝﾗｲﾝ開催 

 

13名 

木材高度加工研究所 

教 授 山内秀文氏 

木材高度加工研究所 

准教授 岡崎泰男氏 

・材料としての木材 

 

・建築と木材 
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R3.10.29 

 

 

ｵﾝﾗｲﾝ開催 

 

 

 

11名 

(株)農林中金総合研究所 

主事研究員 安藤範親氏 

主事研究員 多田忠義氏 

設計チーム木協同組合 

       藤田 剛氏 

・ウッドショックを見極め

る力 

 

・非住宅への木材利用 

 

R3.11.26 

 

秋田県 JA ビ

ル（ｵﾝﾗｲﾝ同

時配信） 

    

121名 

（株）大林組 

設計本部 髙山 峻氏 

・日本初の高層純木造耐火

建築物への挑戦 

～ＯＹﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを通じて～ 

 

R3.12.17 

 

ｵﾝﾗｲﾝ開催 

 

 

14名 

秋田県立大学 

教 授 板垣直行氏 

(有)もるくす建築社 

代 表 佐藤欣裕氏 

・木造建築の変遷と工法の

変化 

・秋田県内での取組み例 

 

学生を対象にした設計コンペの開催（県受託事業） 

開催日 会場 参加者 審査委員等 内    容 

 

 

R3.11.11 

 

秋田県 

JAビル 

 

 

 

 

7名 

審査委員長 

秋田高等工業専門学校 

助教 鎌田光明氏 

   ほか委員 6名 

 

・木材利用提案コンクール応

募作品の審査 

（応募作品数 21 点） 

最優秀賞 1点,優秀賞 2点, 

特別賞 1点,佳作 4点 

 

 

R3.11.26 

 

秋田県 

JAビル 

 

 

121名 

 

木材利用提案コンクール 

表彰式 

審査委員長講評 

秋田高等工業専門学校 

助教 鎌田光明氏 

作品：表彰式会場に展示 

       

技術アドバイザー派遣事業（県受託事業） 

開 催 日 会場 参加者 技術アドバイザー 内    容 

R3.9.22 大館市消防

本部 

 5名 木材高度加工研究所 

准教授 野田 龍氏 

施設建設に伴う木造軸組工

法や CLT等の活用事例ほか 
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収益目的事業  木材に関する調査・研究等を行う事業 

 

   企業や官公庁から発注される次のような木材に関する調査・研究事業等を行った。 

 

  １ 企業からの依頼により、製材品・集成材・家具等の強度試験、木材の含水率や摩耗などの物性 

   試験、梁の耐火試験のほか、ホルムアルデヒドの放散量測定など、製品の品質管理や新製品開発過 

   程などで必要とする各種の試験を実施する。 

  ２ 国の各省庁が発注する木材の調査・研究に関する業務を受託する。 

  ３ 自治体等などからの依頼を受け、木製ダム・木柵・木橋等の木製構造物の劣化等の診断をする。 

 

      ◎依頼件数：５２件 

分 野 件 数 主な試験内容 

 

強度試験 

 

 

 ２２件 

・集成材の曲げ試験 

・椅子の耐久性試験 

・接合部のせん断試験    ほか 

 

物性試験 

 

 １０件 

・製材の含水率試験 

・ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞの摩耗試験 

・接着性能試験       ほか 

耐火・燃焼試験   ７件 ・梁の耐火試験             ほか 

 

その他 

  

１３件 

・ﾊﾟｰﾃｨｸﾙﾎﾞｰﾄﾞのﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散量試験 

・ﾊﾟﾈﾙの音響透過損失試験 

・薬剤注入試験           ほか 

 

 

 ２ 役員会等に関する事項 

 

  令和 3年 4月 23日 第 1回臨時理事会（書面議決） 

開 催 場 所  能代市字海詠坂 11-1 秋田県立大学木材高度加工研究所内 

出 席 者  理事 7 名、監事 2名 

議 案 第 1 号  臨時評議員会の招集について              （承認） 

 

  令和 3年 5月 12日 第 1回臨時評議員会（書面議決） 

開 催 場 所   能代市字海詠坂 11-1 秋田県立大学木材高度加工研究所内 

出 席 者     評議員 4名 

議 案 第 1 号   理事の選任について                  （承認） 
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  令和 3年 5月 25日 令和 2年度事業監査 

開 催 場 所   能代市字海詠坂 11-1 秋田県立大学木材高度加工研究所内 

出 席 者  監事 2 名、理事 1名 

監 査 意 見  適正に処理しているものと認められる 

  

 令和 3年 6月 10日 通常理事会 

開 催 場 所  能代市字海詠坂 11-1 秋田県立大学木材高度加工研究所内 

出 席 者  理事 6 名 監事 2名 

議 案 第 1 号  令和 2 年度事業報告及び決算について          （承認） 

議 案 第 2 号  定時評議員会の招集について              （承認） 

議 案 第 3 号  評議員選定委員の選任について             （承認） 

議 案 第 4 号  評議員候補者の推薦について              （承認） 

報 告 第 1 号  業務執行状況について 

 

  令和 3年 6月 17日 評議員選定委員会（書面議決） 

開 催 場 所  能代市字海詠坂 11-1 秋田県立大学木材高度加工研究所内 

出 席 者  評議員選定委員 5名 

議 案 第 1 号  評議員の選任について                 （承認） 

 

  令和 3年 6月 28日 定時評議員会   

開 催 場 所  能代市字海詠坂 11-1 秋田県立大学木材高度加工研究所内 

出 席 者  評議員 4名 理事 2名 監事 2名 

議 案 第 1 号  令和 2 年度事業報告及び決算について          （承認） 

議 案 第 2 号  理事・監事の選任について               （承認） 

 

  令和 3年 7月 8日 第 2回臨時理事会   

開 催 場 所  能代市字海詠坂 11-1 秋田県立大学木材高度加工研究所内 

出 席 者  理事 8 名 監事 2名 

議 案 第 1 号  代表理事の選定について                （承認） 

議 案 第 2 号  業務執行理事の選定について               (承認) 

報 告 第 1 号  業務執行状況について 

 

  令和 3年 10月 20日 業務執行状況について（報告） 

報  告  先  理事 8 名 監事 2名 

報 告 事 項  第 2四半期までの業務執行状況について 
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  令和 4年 2月 10日 業務執行状況について（報告） 

報  告  先  理事 8 名 監事 2名 

報 告 事 項  第 3四半期までの業務執行状況について 

 

  令和 4年 3月 16日 通常理事会 

開 催 場 所  能代市字海詠坂 11-1 秋田県立大学木材高度加工研究所内 

出 席 者  理事 8 名 監事 1名 

議 案 第 1 号  令和 4 年度事業計画及び収支予算・資金調達及び設備投資の見込み 

について                       （承認） 

議 案 第 2 号   借入金の限度額の設定について             （承認） 

議 案 第 3 号  顧問の選任について                  （承認） 

報 告 第 1 号 業務執行状況について 

 

 

３ 収支及び正味財産増減の状況並びに財産の状態の推移 

                                     単位：千円 

項 目 ／ 事業年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R 2年度 R 3年度 

当

期

経

常 

収入合計 25,820 36,300 31,123 26,644 49,239 49,768 

支出合計 25,924 38,092 39,453 29,051 47,173 44,288 

投資有価証券売却益 0 0 0 3,200 0 0 

投資有価証券売却損 0 0 0 0 0 0 

収支差額 -104 -1,792 -8,330 793 2,066 5,480 

諸  税 82 82 82 82 82 82 

前期繰越収支差額 3,805 3,619 1,745 -6,667 129,474 131,458 

前期繰越収支差額（修正額） 0 0 0 135,430 0 0 

次期繰越収支差額 3,619 1,745 -6,667 129,474 131,458 136,856 

 

資 産 合 計 718,709 737,314 738,905 701,362 637,527 648,302 

負 債 合 計 1,234 11,756 10,141 1,584 9,134 2,331 

正 味 財 産 717,475 725,558 728,763 699,778 628,393 645,971 

 

 

Ⅲ 株式保有している場合の概要 

   該当事項なし 

Ⅳ 決算後に生じた法人の状況に関する重要な事実 

   該当事項なし 



［決　算］

Ⅰ　貸借対照表 　 令和4年3月31日現在(単位：円)

当年度 前年度 増　減

Ⅰ 資産の部

1. 流動資産

　　現金預金　 13,708,376 5,850,889 7,857,487

　　未収金 5,635,860 17,436,700 △ 11,800,840

19,344,236 23,287,589 △ 3,943,353

2. 固定資産

(1)  基本財産

　  基本財産定期預金 20,000,000 20,000,000 0

　  基本財産投資有価証券 489,114,000 476,934,000 12,180,000

509,114,000 496,934,000 12,180,000

(2)  特定資産

　　定期預金 115,000,000 115,000,000 0

　　普通預金 3,000,000 0 3,000,000

118,000,000 115,000,000 3,000,000

(3)  その他固定資産

　  電話加入権 144,000 144,000 0

 備品 1,699,875 2,161,575 △ 461,700

1,843,875 2,305,575 △ 461,700

628,957,875 614,239,575 14,718,300

648,302,111 637,527,164 10,774,947

Ⅱ 負債の部

1.  流動負債

  　未払金 2,222,502 9,033,462 △ 6,810,960

  　預り金 108,910 100,709 8,201

2,331,412 9,134,171 △ 6,802,759

2,331,412 9,134,171 △ 6,802,759

Ⅲ 正味財産の部

1.  指定正味財産

　  寄付金　   寄付金 496,934,000 570,304,000 △ 73,370,000

 基本財産評価損益 12,180,000 △ 73,370,000 85,550,000

 指定正味財産合計 509,114,000 496,934,000 12,180,000

(509,114,000) (496,934,000) 0

2.  一般正味財産 136,856,699 131,458,993 5,397,706

(0) (0) 0

  正味財産合計 645,970,699 628,392,993 17,577,706

648,302,111 637,527,164 10,774,947

  流動負債合計

  負　債　合　計

（うち基本財産への充当額）

（うち基本財産への充当額）

  負債及び正味財産合計

  特定資産合計

科　　目

　流動資産合計

  基本財産合計

  その他固定資産合計

  固定資産合計

  資　産　合　計

 



Ⅱ　正味財産増減計算書

令和3年4月1日から令和4年3月31日まで （単位：円）

当年度 前年度 増　減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

1. 経常増減の部

(1) 経常収益

 基本財産運用益

基本財産受取利息 10,093,280 10,105,571 △ 12,291

特定資産運用益

特定資産受取利息 1,300 0 1,300

 受取会費

賛助会費 5,000 5,000 0

 事業収益

依頼試験事業 8,427,760 3,796,540 4,631,220

 受取補助金等
秋田県木材加工推進機構支援事業費
補助金

4,823,000 4,823,000 0

 受取受託金等

木造技術者育成事業 3,350,000 3,350,000 0

県産部材新用途開発事業 6,017,000 9,759,000 △ 3,742,000

木質耐火部材開発事業 17,050,000 15,400,000 1,650,000

 雑収益

受取利息 8 14 △ 6

雑収益 0 2,000,000 △ 2,000,000

49,767,348 49,239,125 528,223

(2) 経常費用

   事業費

  給料手当 15,026,471 13,492,602 1,533,869

  福利厚生費 4,184,162 3,454,662 729,500

  旅費交通費 1,059,125 1,402,075 △ 342,950

  通信運搬費 380,320 303,420 76,900

  消耗品費 1,672,028 2,776,339 △ 1,104,311

  印刷製本費 149,583 157,743 △ 8,160

  光熱水費 215,578 159,409 56,169

  賃借料 1,441,609 995,874 445,735

  諸謝金 175,000 225,000 △ 50,000

  支払負担金 114,040 138,733 △ 24,693

  試験費 9,504,508 9,311,654 192,854

  図書費 140,357 126,729 13,628

　委託費 6,459,087 9,247,076 △ 2,787,989

　支払寄付金 495,000 280,000 215,000

  租税公課 1,466,300 852,500 613,800

  減価償却費 461,700 461,700 0

科　　目

経常収益計

 



当年度 前年度 増　減科　　目

  給料手当 691,446 1,894,136 △ 1,202,690

  福利厚生費 176,264 930,779 △ 754,515

  会議費 103,113 75,440 27,673

　広報費 0 330,000 △ 330,000

  旅費交通費 0 0 0

  通信運搬費 34,335 34,034 301

  消耗品費 227,038 220,580 6,458

  光熱水料費 9,374 24,820 △ 15,446

  賃借料 61,205 190,922 △ 129,717

  租税公課 2,100 33,600 △ 31,500

  支払負担金 3,762 17,319 △ 13,557

  図書費 6,103 19,731 △ 13,628

  交際費 10,000 5,944 4,056

  雑費 18,434 9,724 8,710

44,288,042 47,172,545 △ 2,884,503

5,479,306 2,066,580 3,412,726

  基本財産評価損益等 0 0

  投資有価証券売却益 0 0 0

0 0 0

5,479,306 2,066,580 3,412,726

2. 経常外増減の部

(1) 経常外収益

0 0 0

(2) 経常外費用

0 0 0

0 0 0

5,479,306 2,066,580 3,412,726

81,600 81,600 0

5,397,706 1,984,980 3,412,726

131,458,993 129,474,013 1,984,980

136,856,699 131,458,993 5,397,706

Ⅱ 指定正味財産増減の部

12,180,000 △ 73,370,000 85,550,000

12,180,000 △ 73,370,000 85,550,000

496,934,000 570,304,000 △ 73,370,000

509,114,000 496,934,000 12,180,000

Ⅲ 正味財産期末残高 645,970,699 628,392,993 17,577,706

評価損益等計

 指定正味財産期末残高

 法人税、住民税及び事業税

 当期一般正味財産増減額

 一般正味財産期首残高

 一般正味財産期末残高

   管理費

経常費用計

評価損益等調整前当期経常増減額

　 基本財産投資有価証券評価損益

 当期指定正味財産増減額

 指定正味財産期首残高

当期経常増減額

 経常外収益計

 経常外費用計

 当期経常外増減額

 税引前の当期一般正味財産増減額

 


